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（注1）四半期の値は月次の原計数を基に当店で算出。
（注2）既存店は、調査月において、当月と前年同月でともに存在した事業所の数値。
（注3）宿泊施設の客室稼働率。2022年以降の計数は速報値。

県　内　金　融　経　済　指　標
<「p」は速報、「r」は訂正>

公共工事請負金額
建築着工床面積
（非居住用）

（前年比 ％） （前年比 ％）　（注1）

新潟 (注1) 全国 新潟 全国国 県 市町村
21/  7-9月 -4.9 -28.3 -1.2 -3.9 -12.0 21/  7-9月 -0.1 -4.4

10-12月 -20.1 -13.1 -25.4 -8.2 -15.0 10-12月 -20.4 30.7
22/  1-3月 8.0 -5.7 21.4 7.4 -8.5 22/  1-3月 -12.4 -3.7

4-6月 9.7 -5.0 14.5 26.2 -4.4 4-6月 -15.1 6.4
22/    2月 -52.2 11.0

       3月 20.9 8.3 42.7 4.6 -4.3        3月
22/    2月 12.6 91.9 -21.9 21.1 -9.1

15.2 -15.1
       4月 32.1 -1.2 26.0 46.7 -4.0        4月 -12.1 15.7
       5月 20.6 21.7 -33.2 7.2 -10.3        5月 -37.7 -8.4

3.9 22.0

資料出所 （新潟）東日本建設業保証㈱新潟支店
（全国）北海道建設業信用保証㈱、東日本建設業保証㈱、西日本建設業保証㈱

資料出所 国土交通省

       6月 17.6 12.0
       7月 -2.8 -17.5 4.7 4.1 -7.0        7月
       6月 -12.8 -52.3 32.5 24.8 0.1

普通車 小型車 軽自動車
21/  7-9月 -0.3 -1.2 -1.4 -19.7 -0.2 -22.3

百貨店・スーパー販売額 乗用車新車登録・届出台数
（前年比 ％） （前年比 ％）  （注1）

新潟 全国 新潟 全国既存店(注2)

-27.8 -16.3
10-12月 1.3 0.1 1.6 -14.1 -9.5 -15.9 -15.8 -19.1

22/  1-3月 1.8 0.9 1.9 -17.6 -18.2 -12.8 -19.7 -17.4
-17.3 -10.8 -14.4

22/    2月 0.3 -0.6 0.5 -18.8 -24.5 -14.3
4-6月 0.4 -0.0 5.1 -14.1 -17.0

-18.0 -19.9
       3月 1.8 1.4 2.1 -18.5 -19.7 -9.6 -22.4 -16.5
       4月 1.2 0.8 4.6 -21.5 -19.3 -29.0 -18.8 -15.3

-10.6 -18.0 -19.0
       6月 -0.9 -1.1 1.9 -2.4 -8.4 -9.6
       5月 0.8 0.2 9.1 -18.3 -24.7

5.2 -9.6
       7月 2.8 2.6 3.3 0.9 -1.8 -13.1 11.3 -6.9

資料出所 経済産業省
（新潟）新潟運輸支局

（全国）日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会

客室稼働率 家電大型専門店販売額 新設住宅着工戸数
（％）　（注1、3） （前年比 ％） （前年比 ％）　（注1）

新潟 全国 新潟 全国 新潟 全国持家 貸家 分譲

10-12月 41.1 44.7 -3.3 -6.2
21/  7-9月 36.3 35.1 -8.2 -8.5

10-12月 4.1 6.0 -6.3 18.9 6.1
2.1 7.3 -7.2 8.3 7.221/  7-9月

4-6月 38.2 44.4 -2.2 0.5
22/  1-3月 32.5 36.7 2.0 0.1

4-6月 -8.7 0.0 -13.2 -37.7 -1.3
3.9 -0.6 -24.7 67.1 4.922/  1-3月

       3月 35.7 41.1 -0.3 2.6
22/    2月 29.2 34.3 -6.4 -0.8

       3月 -13.1 0.8 -23.2 -34.0 6.0
25.5 -5.8 -45.0 155.2 6.322/    2月

       5月 38.7 44.4 -5.7 -3.3
       4月 35.8 43.4 -2.9 1.4

       5月 1.9 15.3 -28.6 -17.0 -4.3
-13.8 -6.7 -4.2 -46.2 2.4       4月

-12.6 -7.8 -10.1 -41.7 -2.2
       7月 n.a. 46.7 -8.6 -3.3
       6月 40.0 45.3 2.0 3.5        6月

資料出所 観光庁 経済産業省 資料出所 国土交通省

鉱工業指数

       7月 -14.2 -7.4 -21.1 -24.7 -5.4

（2015年基準、季調済前期<前月>比 ％）

生産 出荷 在庫
新潟 全国 新潟 全国 新潟 全国

2.3
10-12月 -1.9 0.2 1.0 0.2 3.0 2.0

21/  7-9月 -0.3 -1.9 -3.5 -3.3 2.1

1.0
4-6月 -1.1 -2.7 -0.6 -1.0 -4.2 -1.3

22/  1-3月 0.2 0.8 1.4 0.5 -1.6

2.1
       3月 -0.3 0.3 1.4 0.6 -2.1 -0.4
22/    2月 -1.2 2.0 -2.9 0.0 0.5

-2.3
       5月 -0.1 -7.5 -3.3 -4.1 -0.4 -0.9
       4月 -0.5 -1.5 1.3 -0.3 -2.2

資料出所 新潟県、経済産業省

1.9
       7月 n.a. 1.0 n.a. 1.6 n.a. 0.0
       6月 0.2 9.2 0.8 5.0 -1.3

付表1



（６）雇用・所得

21/  7-9月 1.39 1.15 2.2 2.9 -3.8 -0.6
10-12月 1.44 1.17 3.5 3.4 0.0 1.7

22/  1-3月 1.53 1.21 6.3 4.1 -0.0 0.3
4-6月 1.56 1.25 3.8 2.9 1.5 -0.3

22/　  2月 1.54 1.21 -0.0 -0.2 -1.3 -1.4
3月 1.51 1.22 -1.5 0.2 0.3 -0.6
4月 1.55 1.23 2.3 0.9 0.1 -0.1
5月 1.56 1.24 2.7 1.9 2.0 1.1
6月 1.58 1.27 2.0 1.7 0.7 0.0
7月 1.63 1.29 1.7 0.8 -1.5 -1.2

資料出所

（７）物価

新潟市（注4） 全国

21/  7-9月 -1.0 -0.7 -0.2 0.0
10-12月 0.1 0.0 0.5 0.4

22/  1-3月 1.2 0.8 0.9 0.6
4-6月 3.0 2.8 2.4 2.1

22/　  2月 1.1 0.8 0.9 0.6
3月 1.6 1.3 1.2 0.8
4月 3.0 2.6 2.5 2.1
5月 3.2 2.8 2.5 2.1
6月 3.0 2.9 2.4 2.2
7月 3.1 2.8 2.6 2.4

資料出所
（注4）四半期の値は月次の原計数を基に当店で算出。

２.短観（2022年6月調査結果）

新潟（全産業）

21/    6月 -11 -5 -17 -3 21年度
       9月 -8 -3 -12 -2
      12月 -10 -6 -14 2 22年度
22/    3月 -12 -6 -17 0 （計画）

       6月 -2 4 -9 2 資料出所

       9月 -12 -5 -18 -1 （注）全国の輸出は大企業。

資料出所

（注）22/9月は予測値。

新潟（全産業） 新潟（全産業）

21年度

22年度
（計画）

資料出所 日本銀行新潟支店、日本銀行

-0.8

-5.3 -8.7 -2.6 -3.6 3.0 -4.7 17.9 14.1

10.4 31.3 -2.3 42.7 2.8 16.3

11.9 20.4

8.9 7.0

日本銀行新潟支店、日本銀行

（季節調整値、倍） （季調済前期<前月>比 ％） （季調済前期<前月>比 ％）

除く生鮮食品 除く生鮮食品

有効求人倍率 有効求人数 有効求職者数

（2020年基準、前年比 ％）

新潟 全国 新潟 全国

新潟労働局、厚生労働省

消費者物価指数

新潟 全国

新潟県、総務省

業況判断 輸出（製造業）

全国
新潟 全国

製造業 非製造業 （全産業）

（「良い」－「悪い」・％ポイント） （前年比 ％）

日本銀行新潟支店、日本銀行

経常利益 設備投資
（前年比 ％） （前年比 ％）

-16.1

全国 全国
製造業 非製造業 （全産業） 製造業 非製造業 （全産業）
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３．金融

（１）実質預金残高（末残前年比） （注1～4）

％、億円（全国 兆円）

21/ 3月 9.0 9.9 5.9 5.9 9.7
6月 5.2 5.3 5.4 3.2 4.8
9月 3.6 4.0 2.7 0.9 3.6

12月 2.6 3.0 1.9 0.9 3.3
22/ 2月 1.7 1.8 1.8 0.1 3.1

3月 0.6 0.5 1.8 0.0 3.0
4月 2.2 2.2 2.1 1.7 2.8
5月 1.7 1.7 1.9 1.6 2.7
6月 1.9 2.0 1.3 2.0 2.8
7月 1.6 1.7 0.8 1.3 n.a.

131,926 104,064 17,305 10,556 n.a.

（２）貸出金残高（末残前年比） （注1～3）

％、億円（全国 兆円）

21/ 3月 2.0 1.0 6.1 8.0 5.2
6月 2.3 2.1 3.0 3.3 1.1
9月 -0.5 -0.8 0.8 0.9 1.1

12月 -1.5 -1.9 0.5 -0.2 1.1
22/ 2月 -1.0 -1.2 0.0 -0.6 0.9

3月 -1.2 -1.3 -0.1 -0.8 1.6
4月 -0.5 -0.5 -0.0 -0.4 1.5
5月 -1.3 -1.5 -0.3 -1.2 1.9
6月 -1.1 -1.2 -0.1 -0.9 2.5
7月 -1.3 -1.5 -0.2 -0.5 n.a.

63,101 51,379 7,321 4,399 n.a.

（３）貸出約定平均金利（総合、ストックベース） （注5）

％

22/ 2月 0.994 0.793 1.426
3月 0.995 0.790 1.423
4月 0.985 0.790 1.423
5月 0.996 0.787 1.420
6月 0.989 0.784 1.420
7月 0.987 0.784 1.420

(注1)

(注2)

(注3)

(注4)

(注5)

残高
資料出所 日本銀行新潟支店

新潟 全国
国内銀行 信用金庫 信用組合

新潟 全国
国内銀行 信用金庫 信用組合

新潟は、「県内に本店を置く地元銀行（地方銀行および第二地方銀行）の県内店舗分」と「県内に
本店を置く信用金庫の全店舗分」の貸出金利を貸出金残高で加重平均したもの。地元銀行の貸出金
利、貸出金残高は、銀行勘定の円貸出のうち、金融機関向け貸出を除いたもの。

地元銀行・信用金庫 国内銀行 信用金庫

国内銀行（ゆうちょ銀行を除く）は県内店舗、信用金庫および信用組合は県内に本店を置く金庫・
組合の全店舗の合計。

全国は、国内銀行、信用金庫および信用組合を合計したもの。国内銀行、信用金庫は日本銀行「預
金・現金・貸出金」（日本銀行ホームページ掲載）、信用組合は全国信用組合中央協会「全国信用
組合預金・貸出金等状況」より算出。

銀行勘定を集計（ただし、国内銀行については、オフショア勘定を除く）。貸出金は、中央政府向
け貸出を除く。

実質預金とは、表面預金から手形・小切手を除いたもの。

資料出所 日本銀行新潟支店、日本銀行

新潟 全国

残高
資料出所 日本銀行新潟支店
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（４）企業倒産
件、百万円、前年比 ％

21/ 7-9月 14 -6.7 -28.4 3,169 57.2 3.8
10—12月 5 -61.5 -12.1 1,084 -98.3 -10.4

22/ 1-3月 23 130.0 -3.2 3,458 217.2 6.0
4-6月 18 0.0 4.4 2,842 41.4 336.3

22/ 2月 9 350.0 2.9 1,221 811.2 5.1
3月 4 -20.0 -6.4 1,402 126.5 19.9
4月 5 -28.6 1.8 1,108 36.1 -3.3
5月 8 33.3 11.0 962 401.0 -48.1
6月 5 0.0 0.9 772 -23.1 1,697.6
7月 6 0.0 3.7 1,144 -1.5 18.3

（注）四半期の値は月次の原計数を基に当店で算出。

（参考）銀行券
億円

21/ 7-9月 2,317 2,322 -5
10-12月 3,050 2,115 935

22/ 1-3月 1,855 2,385 -530
4-6月 2,358 2,469 -111

22/ 3月 872 736 136
4月 860 740 119
5月 662 932 -269
6月 836 797 39
7月 794 842 -47
8月 813 874 -60

資料出所 ㈱東京商工リサーチ新潟支店、㈱東京商工リサーチ

倒産件数 負債総額
新潟 全国 新潟 全国

前年比 (前年比) 前年比 (前年比)

資料出所 日本銀行新潟支店

発行 還収 差引
（－還収超）

　　　　　付表4


